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連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

（2020年３月１日から2021年２月28日まで）

中本パックス株式会社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.npacks.co.jp/）に掲載することにより
株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　15社

・主要な連結子会社の名称

株式会社アール

株式会社中本印書館

株式会社サンタック

エヌアイパックス株式会社

三国紙工株式会社

エヌ・ピー・ジー・ジャパン株式会社

ナピクル株式会社

株式会社中本キタイホールディングス

廊坊中本包装有限公司

廊坊中本新型材料科技有限公司

中本包装（蘇州）有限公司

中本北井（蘇州）商貿有限公司

滄州中本華翔新型材料有限公司

Nakamoto Packs USA, Inc.

NAKAMOTO PACKS VIETNAM COMPANY LIMITED

②　非連結子会社の状況

該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

該当事項はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称

ENCORE LAMI SDN.BHD.

・持分法を適用しない理由

持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

③　議決権の100分の20以上、100分の50以下を所有しているにもかかわらず関連会社としなかった会社の状況

該当事項はありません。

④　持分法適用手続に関する特記事項

該当事項はありません。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記

①　連結の範囲の変更

当連結会計年度からNAKAMOTO PACKS VIETNAM COMPANY LIMITED及び三国紙工株式会社を連結の範囲に含め

ております。これは、NAKAMOTO PACKS VIETNAM COMPANY LIMITEDについては、当連結会計年度において新た

に設立したことにより、前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました三国紙工株式会社につい

ては、株式を追加取得したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めることとしたものであります。

②　持分法の適用の範囲の変更

前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました三国紙工株式会社については、株式を追加取得

したことにより当連結会計年度より持分法の適用の範囲から除外し、連結の範囲に含めております。
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(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

株式会社アールの決算日は11月30日であり、その他の連結子会社の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

当社及び国内連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は月別総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く。）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　２年～50年

機械装置及び運搬具　２年～18年

ロ．無形固定資産（リース資産及びのれんを除く。）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額

法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しており

ます。
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④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は在外子会社の決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しておりま

す。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、投機的な取引は行わない方針

であります。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎とし評価しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っておりますが、金額が僅少な場合は、発生時

に一括償却しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(6) 追加情報

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の広がり方や収束時期に関して不確実性

が高い事象であると考えております。

本件が当社グループの業績に与える影響は、当初、2020年夏頃まで続くと仮定しておりましたが、終息時期

は未だ予測することが出来ない状況にあるため、2021年末頃まで続くとの仮定に変更し、固定資産の減損、繰

延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

受取手形及び売掛金 257,371千円

商品及び製品 22,916千円

仕掛品 498千円

原材料及び貯蔵品 26,160千円

建物及び構築物 2,146,401千円

機械装置及び運搬具 184,828千円

土地 2,004,627千円

投資その他の資産　その他 1,987千円

計 4,644,792千円

②　担保に係る債務

支払手形及び買掛金 33,637千円

短期借入金 496,711千円

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む。） 1,619,914千円

計 2,150,263千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 16,207,231千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 8,173,320株

(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年５月26日
定時株主総会

普通株式 228,824 28.00 2020年２月29日 2020年５月27日

2020年９月14日
取締役会

普通株式 228,824 28.00 2020年８月31日 2020年11月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年５月25日
定時株主総会

普通株式 236,995 利益剰余金 29.00 2021年２月28日 2021年５月26日
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。資金運用

については短期的な預金等及び営業目的による株式取得に限定し、また、短期的な運転資金を銀行借入によ

り調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行う

にあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後７年でありま

す。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性

の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(5) 会計方針に関する事項　⑥　重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程及び与信限度額設定規程に従い、営業債権について、各部署が主要な取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、

必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当

部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 3,723,389 3,723,389 －

(2) 受取手形及び売掛金 7,963,960 7,963,960 －

(3) 電子記録債権 1,692,349 1,692,349 －

(4) 投資有価証券 739,301 739,301 －

資産計 14,119,001 14,119,001 －

(1) 支払手形及び買掛金 3,657,837 3,657,837 －

(2) 電子記録債務 3,622,878 3,622,878 －

(3) 短期借入金 4,826,012 4,826,012 －

(4) 長期借入金（*1） 2,857,189 2,871,678 14,489

負債計 14,963,917 14,978,407 14,489

デリバティブ取引（*2） (7,132) (7,132) －

（*1）1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(4) 投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(4) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

為替予約等の振当処理によるものはヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理しているため、

その時価は当該買掛金の時価に含めております。また、外貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについ

ては、取引金融機関から提示された時価に基づき、繰延ヘッジ処理を行っております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

関連会社株式 21,478

非上場株式 1,515

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4) 

投資有価証券」には含めておりません。
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５．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

６．企業結合に関する注記

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　三国紙工株式会社

事業の内容　　　　　　紙・プラスチックフィルムなどのラミネート加工及びコーティング加工品の製

造・販売

②　企業結合を行った主な理由

三国紙工株式会社は紙をはじめとする様々な基材への押出ラミネート加工技術を有しており、当社の環境

への負荷を低減できる開発製品に加え、紙加工品の取り扱いを強化し、より一層の環境対応を進めるためで

あります。

③　企業結合日　　　　　　2020年７月15日

④　企業結合の法的形式　　現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称　　　結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得した議決権比率

企業結合直前に保有していた議決権比率　　22.0％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　28.1％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　50.1％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

2020年７月１日から2020年12月31日まで

なお、被取得企業は持分法適用関連会社であったため、2020年１月１日から2020年６月30日までの業績は、

持分法による投資利益として計上しております。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

企業結合直前に保有していた普通株式の企業結合日における時価 　167,900千円

企業結合日に追加取得した普通株式の取得の対価（現金） 　430,100千円

取得原価 　598,000千円

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差損　　99,206千円

(5) 負ののれん発生益の金額及び発生原因

①　負ののれん発生益の金額　　227,983千円

②　発生原因

企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったためであります。

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 　1,556,592千円

固定資産 　　824,389千円

資産合計 　2,380,981千円

流動負債 　　605,891千円

固定負債 　　126,749千円

負債合計 　　732,640千円
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(7) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額及び算定方法

売上高　　　994,154千円

営業利益　　 19,459千円

（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,590円02銭

(2) １株当たり当期純利益 160円99銭

８．重要な後発事象

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　３～50年

機械及び装置　　２～18年

②　無形固定資産（リース資産及びのれんを除く。）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額

法を採用しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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④　債務保証損失引当金

関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上

しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の

方法と異なっております。

②　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っておりますが、金額が僅少な場合は、発生時

に一括償却しております。

③　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(7) 追加情報

当社は、新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の広がり方や収束時期に関して不確実性が高い事

象であると考えております。

本件が当社の業績に与える影響は、当初、2020年夏頃まで続くと仮定しておりましたが、終息時期は未だ予

測することが出来ない状況にあるため、2021年末頃まで続くとの仮定に変更し、固定資産の減損、繰延税金資

産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 1,713,697千円

土地 1,501,069千円

計 3,214,767千円

②　担保に係る債務

短期借入金 168,320千円

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む。） 1,338,680千円

計 1,507,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,420,931千円

(3) 保証債務

①　他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

廊坊中本包装有限公司 299,734千円

(2,821千USD)

174,712千円

(10,627千RMB)

株式会社中本印書館 150,120千円

株式会社サンタック 229,382千円

エヌアイパックス株式会社

滄州中本華翔新型材料有限公司

16,280千円

173,645千円

(10,563千RMB)

計 1,043,873千円

②　他の会社の外国為替先物予約・直接為替先渡取引に対し、保証を行っております。

株式会社アール 290,664千円

(2,750千USD)
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(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）

短期金銭債権 2,328,543千円

短期金銭債務 843,550千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高 3,616,944千円

営業取引以外の取引による取引高 62,790千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 1,067株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 51,215千円

長期未払金 45,912千円

関係会社株式評価損 43,548千円

退職給付引当金 36,760千円

債務保証損失引当金 28,026千円

棚卸資産評価損 27,837千円

未払事業税 13,076千円

その他 41,306千円

繰延税金資産小計 287,683千円

評価性引当額 △94,555千円

繰延税金資産合計 193,128千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 61,388千円

繰延税金負債合計 61,388千円

繰延税金資産の純額 131,740千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社 株式会社アール
所有

直接  51.0％

同社製品・商品の
購入
資金の貸付
債務の保証
役員の兼務
事務所建物の賃
貸

資金の貸付
（注）２

790,000 短期貸付金 790,000

子会社
エヌアイパック
ス株式会社

所有
直接  56.0％

当社製品・商品の
販売
資金の貸付
債務の保証
役員の兼務

製品の販売
（注）１

539,682 売掛金 440,406

資金の貸付
（注）２

300,000 短期貸付金 350,000

子会社
中本包装（蘇
州）有限公司

所有
直接 100.0％

当社製品・商品の
販売
資金の援助
役員の兼務

資金の貸付
（注）２

－
関係会社長
期貸付金

446,526
(4,203千USD)

子会社

NAKAMOTO 
PACKS VIETNAM 
COMPANY 
LIMITED

所有
直接 100.0％

資金の貸付
資金の貸付
（注）２

424,960
(4,000千USD)

関係会社長
期貸付金

424,960
(4,000千USD)

子会社
三国紙工株式会
社

所有
直接  50.1％

同社製品・商品の
購入
資金の借入

増資の引受
（注）３

430,100 － －

資金の借入
（注）４

400,000 短期借入金 400,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、取引金額には期

首と期末の差額を記載しております。

３．当社が三国紙工株式会社の行った第三者割当増資を１株につき460円で引き受けたものであります。

４．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、取引金額には期

首と期末の差額を記載しております。

５．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

７．企業結合に関する注記

「連結注記表【企業結合に関する注記】」に記載しているため、注記を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,489円73銭

(2) １株当たり当期純利益 102円24銭

９．重要な後発事象

該当事項はありません。
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